































































































































































































































































際協会」（INSOL）により，いわゆる「INSOL私的整理８原則」（Principles for A Global 




正する倒産法（Insolvency Act 2000, c. 39）が，またさらに2002年には，倒産法の実質的
改正を意図したエンタープライズ法（Enterprise Act 2002, c. 40）が制定され，再建型企
業倒産手続である会社管理手続と会社任意整理手続について大きな制度改革が行われ
ました。さらに，その後，イギリスでは，2006年に新しい会社法（Companies Act 2006, 


















































































































































務の調整（Administration of Debts of Municipality）」手続を参考にしながら論じた論文
です。
Ⅳ　おわりに──今後の宿題
　最初にも述べましたように，私には，このほかにも，判決手続やABL（Asset Based 
Lending），民事執行手続等に関する研究論文が若干ありますが，おおむね以上が，私
が，長年，自発的に自らの主たる研究分野と定め，行ってきた研究の主たる成果とい
えるかと思います。ただ，私は，多くの先生方のように，自身の書いた論文を整理し
て研究書としてまとめるといった作業を，これまで一切してきませんでした。従って，
以上の諸論文を体系的に整理して，何冊かの研究書にまとめ，逐次刊行していくこと
が，これから本学で定年を迎えるまでの私のやるべき仕事であると考えています。
　　（2019年１月６日稿）
